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エグゼクティブサマリー
2018年11月30日、アルゼンチンのブエノスアイレスでのG20首脳会議の 
期間中に開催された会合で「米国・メキシコ・カナダ協定（United States - Mexico - 
Canada Agreement、以下「USMCA」）」1が調印されました。この協定が発効する
ためには、重要な手続きがまだ多く残っていますが、今回の調印によって自由貿易
の存続に向けた明確な道筋が描かれたことになります。

新協定には次の重要な規定が含まれています。

• 自動車に関する原産地規則を以下の通りに変更

• 域内原産割合の要件を62.5%から75%に引上げ

• 自動車の40%が比較的賃金の高い労働者によって生産されることを必要と
する労働価値割合を導入

• 協定を定期的に見直す条項を追加し、最初の見直しは6年後に行う

• 紛争解決プロセスでは投資家対国家パネルを実質的に廃止する一方、紛争解
決パネルを残すことにより、紛争解決プロセスを近代化

• 米国酪農農家によるカナダの保護された市場へのアクセスを拡大
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詳細
米国のトランプ大統領、メキシコのニエト大統領（当時）、カナダ
のトルドー首相がそれぞれ協定案に署名し、2018年10月1日 
に3カ国によって合意されていた暫定条件が正式なものとな
りました。各国の貿易交渉代表者、すなわち米国のライトハイ 
ザー通商代表、カナダのフリーランド外相、メキシコのビジャレ
アル経済相も協定に署名しました。

調印された新協定が発効するには、3カ国すべての議会によっ
て承認されなければなりません。米国では、実施法案が議会承
認を受けなければならず、議会は実施法案が提出されてから
90日以内に批准する必要があります。メキシコで必要とされ
る手続きも同様で、協定は上院に提出されて審議の上、承認さ
れなければなりません。最後に、カナダでは、USMCAは政府に 
よって実施法案の形で議会に提出され、議会で審議された後、
まずは下院で採決に付され、さらに必要に応じて補足法案が承
認されなければなりません。

さらに2018年12月1日、トランプ大統領は議会に北米自由
貿易協定（North American Free Trade Agreement、以下
「NAFTA」）からの正式な離脱通知を提出する予定だと述べま
した。この離脱通知の提出から6カ月以内にUSMCAの実施法
案及びNAFTA離脱が承認される必要があります。これで3カ国
における自由貿易協定の存続が認められることになります。

今後予想される展開
USMCAは3カ国の議会で承認されると、最後に承認した国の
承認の通知の日から3カ月後に発効します。そのため、承認プ
ロセスは2019年を通じて継続する可能性が高いと考えられま
す。USMCAが正式に発効するまではNAFTAに基づく既存の要
件が引き続き適用され、企業はNAFTAの規定に準拠した貿易
ルール及び規制に従い続けることになります。

USMCAが発効するまでの間、輸入された自動車・自動車部品に
対する米国通商拡大法第232条に基づく調査の状況にも特別
な注意を払う必要があります。USMCAではサイドレターにおい
て、追加関税が導入された場合にその適用の条件を緩和する
というカナダとメキシコへの重要な譲歩が規定されているから
です。

ただし、米国が協定の相手国に課している鉄鋼・アルミへの追
加関税を撤廃するかどうか、カナダとメキシコが米国製品に課
している報復関税に関して同様な措置を取るかどうかはまだ明
らかではありません。

企業は3カ国の貿易交渉の動向を引き続き注視し、鉄鋼及びア
ルミに対する米国の追加関税制度の変更による影響や、それに
対するカナダとメキシコの報復措置の変更がもたらし得る影響
を把握する必要があります。また、企業は、米国がNAFTAを正
式に離脱する可能性も考慮し、米国によるNAFTA離脱がもたら
し得る関税・コストへの影響を試算し、準備を進めておくことも
重要です。

巻末注
1. 重要な規定、付帯決議、その他の詳細を含む新協定USMCAの背景については、EY税理士法人のJapan tax alert 2018年10月10日号
「NAFTAに代わる新貿易協定 USMCA」を参照。

https://www.ey.com/gl/en/services/tax/international-tax/alert--united-states---mexico---canada-agreement-to-replace-nafta
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